
令和８年度
鹿児島県介護保険施設等集団指導

【居住系・施設系（短期入所含む）】

短期入所生活介護 （従来型・ユニット型）

短期入所療養介護 介護老人保健施設（従来型・ユニット型），

介護医療院（従来型・ユニット型），病院等

特定施設入居者生活介護 （一般型・外部サービス利用型）

介護老人福祉施設 （従来型・ユニット型）

介護老人保健施設 （従来型・ユニット型）

介護医療院（従来型・ユニット型）
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※ 該当するサービスごとの
「説明資料」、共通資料３「令和
６年４月から義務化された事
項」をお手元にご準備ください。

共通資料１―２



資料１―２（説明動画）の構成

〇運営指導で指摘等が多い事項・・・・・・・・・・・ ３

〇適正な介護報酬の請求・・・・・・・・・・・・・・・・・１２

〇令和６年度「指定基準改正」の主なもの・・・・１３

〇令和６年度「介護報酬改定」の主なもの・・・・１７

〇令和８年度「介護報酬改定」の主なもの・・・・２１

〇鹿児島県からのお知らせ・・・・・・・・・・・・・・・・２４

☆施設の皆様、「集団指導」を機に、自己点検（振り返り）

を行うようお願いします。
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内容及び手続

・ あらかじめ申込者又は家族に説明，同意を得る。

・ 重要事項説明書の「従業者の員数」は，人員基準に合わせ「○人以上」の

記載で可 (例：介護職員５人以上）

施設サービスの取扱方針

・ 身体的拘束等で、切迫性，非代替性，一時性の３つの要件を全て満たす

・ 身体的拘束等適正化検討委員会（３月に１回以上）で検討し、

結果を従業者に周知徹底

・ 態様及び時間，入所者の状況，緊急やむを得なかった理由を記録

・ 身体拘束等の適正化のための指針を整備、研修の開催、担当者

の設置 【参考】厚労省 身体拘束廃止・防止の手引き

運営指導で指摘等が多い事項
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短期入所生活介護計画，短期入所療養介護計画，特定施設サービス計画，

施設サービス計画

利用者（入所者）の心身の状況等を踏まえて作成。利用者（入所者）又は

家族に説明し，同意を得る。必要に応じて見直す。

※施設サービス計画は，アセスメント，定期的なモニタリングなども必要

運営指導で指摘等が多い事項
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栄養ケアマネジメントの充実（Ｒ６年４月から義務化）

介護老人福祉施設，介護老人保健施設，介護医療院では、栄養ケア・マネージ
メントを基本サービスとして行うこととされ、管理栄養士（※）が入所者の栄養状態
に応じた栄養管理を計画的に行う。
※栄養士のみが配置されている施設や栄養士又は管理栄養士を置かないことができる施設は、併設施設や

外部の管理栄養士の協力により行う
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口腔衛生管理の強化 （Ｒ６年４月から義務化）

 介護老人福祉施設，介護老人保健施設，介護医療院では、基本サービスとして、

口腔衛生の管理体制を整備し、入所者の状態に応じた口腔衛生の管理 を計画的に行う。



人員基準

・ 必要な資格を有しているか、資格証等の原本で確認し、写しを保管してください。

・ 勤務体制及び勤務実績がわかるものとして、確認文書の「勤務実績表」は，

国が示した様式があり，県ＨＰにも掲載しているので，ご活用ください。

緊急時の対応 （短期入所生活介護，特定施設入居者生活介護，介護老人福祉施設）

・ 利用者の病状が急変した場合など，緊急時の対応を事前にマニュアルに整備

運営規程

・ 運営規程や重要事項説明書が，実態と相違

→ 従業者の員数は、人員基準に合わせて「○人以上」で可 例：介護職員５人以上

・ 「虐待の防止のための措置」が，令和６年４月から義務化！

→ 運営規程に，組織体制や虐待が発生した場合の対応方法等の追加が必要

運営指導で指摘等が多い事項
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共通資料３「令和６年４月から義務化された事項」を参照
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勤務体制の確保

・ 従業者が，有料老人ホームなどの他の事業所と兼務している場合は，必ず事業所ごとに

勤務時間を区分する。

・ 研修の計画や実施状況を確認できない、受講もれなどで是正をお願いするケースあり。

・ ハラスメント防止に向けた事業主の方針の明確化等の措置が講じられていない。

【参考】（厚労省ＨＰ） 「介護現場におけるハラスメント対策マニュアル」，「研修のための手引き」

令和８年10月から、カスタマーハラスメント対策、求職者等に対するセクハラ対策が義務化

共通資料２０ 「カスタマーハラスメント対策、求職者等に対するセクシャルハラスメント対策」参照

・ 介護に直接携わる従業者のうち資格を有さない従業者に対し，認知症介護に係る基礎的

な研修を受講させる必要あり。（外国人介護職員を含む）

※新たに採用した従業者は，採用後１年を経過するまでに受講

運営指導で指摘等が多い事項

8共通資料３「令和６年４月から義務化された事項」を参照



業務継続計画の策定

業務継続計画の策定等は，令和６年４月から義務化！

①業務継続計画の策定 ②従業者へ計画の周知，研修及び訓練

③必要に応じて計画の変更

※業務継続計画・・感染症や非常災害の発生時において，サービスの提供

を継続的に実施するとともに，非常時の体制で早期の

業務再開を図るための計画

【参考】（厚労省HP）

「新型コロナウィルス感染症発生時の業務継続ガイドライン」

「自然災害発生時の業務継続ガイドライン」

「介護施設・事業者における業務継続計画（BCP）作成支援に関する研修」

運営指導で指摘等が多い事項
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共通資料３「令和６年４月から義務化された事項」を参照



衛生管理等

（１）短期入所生活介護，短期入所療養介護，特定施設入居者生活介護

「感染症の予防及びまん延の防止のための措置」が令和６年４月から義務化！

①感染対策委員会の開催（概ね６月に１回以上）と従業者への周知

②指針の整備 ③研修及び訓練

（２）介護老人福祉施設，介護老人保健施設，介護医療院

「感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための訓練」(年２回以上)が，

令和６年４月から義務化！

【参考】（厚労省ＨＰ） 「介護現場における感染対策の手引き」

「介護施設・事業所の職員向け感染症対策力向上のための研修教材」

運営指導で指摘等の多い事項
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共通資料３「令和６年４月から義務化された事項」を参照



秘密保持

・ サービス担当者会議で利用者や家族の個人情報を用いるが，家族の同意を得ていない。

・ 秘密保持（退職後も同じ）で、従業者との雇用時等の取り決めなし。

事故発生時の対応

・ 発生した事故を，市町村等へ報告していないケースあり。

・ 事故発生防止委員会で、事故やヒヤリハットの発生原因を

分析、再発防止策を従業者へ周知徹底、再評価を実施

・ 委員会は幅広い職種で構成、役割分担、担当者の設置

・ 事故発生防止の研修、新規採用時の研修で受講もれ多い。

【参考】介護保険施設等における事故予防及び事故発生時の対応に関するガイドライン

虐待の防止

虐待の防止に係る次の措置は，令和６年４月から義務化！

①虐待防止検討委員会の定期的な開催 ②指針の整備 ③研修の実施 ④担当者の設置

運営指導で指摘等の多い事項
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共通資料３「令和６年４月から義務化された事項」を参照



適正な介護報酬の請求

加算の要件の確認
・ 加算に必要な体制の確保や取組等を行っておらず、返還を求められるケースが多い。
→ 体制の確保や取組等を評価する加算は、要件を満たしているか、よく確認しましょう。

減算の要件の確認
（人員基準欠如、定員超過利用、同一建物、身体拘束廃止未実施等）

・ 減算を行っておらず、返還を求められるケースあり。
→ 減算の対象となっていないか，よく確認しましょう。
→ 人員基準欠如等がないことが、加算の要件になっていることが多いので、要注意！
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令和６年度「指定基準改正」の主なもの

厚労省資料
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令和６年度「指定基準改正」の主なもの

厚労省資料
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令和６年度「指定基準改正」の主なもの

【参考】

介護施設・事
業所等で働く
方々への身体
拘束廃止・防
止の手引き

厚労省資料
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令和６年度「指定基準改正」の主なもの

※令和９年３月３１日までは努力義務 【ポイント】

年に１回以上、
協力医療機関
との間で、入

所者の病状が
急変した場合
等の対応を確
認するとともに、
協力医療機関
の名称等を、
指定権者に届
け出ることが
義務づけられ

ています。

厚労省資料
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令和６年度「介護報酬改定」の主なもの

厚労省資料
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令和６年度「介護報酬改定」の主なもの

厚労省資料
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令和６年度「介護報酬改定」の主なもの

厚労省資料
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令和６年度「介護報酬改定」の主なもの

厚労省資料

【ポイント】

身体的虐待、
心理的虐待等
が絶えない状
況です。

最近は利用者
の金品の窃盗
が疑われる事
案（経済的虐
待）も発生して
います。

利用者の人権
擁護等につい
て、研修等で
従業者に徹底
してくださるよ
うお願いしま
す。
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令和６年度「介護報酬改定」の主なもの

厚労省資料
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令和８年度「介護報酬改定」の主なもの

【共通資料２１】 ケアプランデータ連携システムを参照
【参考】 公益財団法人介護労働安定センター 「介護職員等処遇改善加算（令和８年度分）解説資料」

ホーム＞雇用管理改善のノウハウ＞介護職員等処遇改善加算の解説 https://www.kaigo-center.or.jp/jigyo/service/know_how/syogukaizen.html

厚労省資料

https://www.kaigo-center.or.jp/jigyo/service/know_how/syogukaizen.html
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「やむを得ない事情における人員欠如に係る特例的な取扱い」 令和８年６月算定分から 厚労省資料



鹿児島県からのお知らせ
介護保険施設等指導指針（厚生労働省老健局長通知）によると

運営指導は，原則として指定又は許可の有効期間内（６年）に少なくとも１回以上行う。
施設サービスは，３年に１回以上の頻度で行うことが望ましい。

→ 鹿児島県においても，みなし指定事業所を運営指導の対象としています。
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指定更新時に指定有効期限を合わせる場合の取扱い

更新対象事業所のサービスと一体的に行う同種のサービス事業所で，指定有効期
間が異なる場合，事務手続きの負担軽減を図るため，更新後の有効期限を統一し，
更新申請が６年に１度で済むようにすることが可能です。希望する場合，県のホー
ムページの申出書を申請書に添付してください。（詳細は下記のアドレスから参照）

https://www.pref.kagoshima.jp/ae05/kenko-fukushi/koreisya/shitei/kaigozigyousyokousin.html
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【合わせて更新できるサービスの組み合わせ】（例）
（1）同一種別の居宅サービス＋介護予防サービス （訪問看護と介護予防訪問看護など）
（2）本体サービス＋短期入所生活介護 （介護老人福祉施設と（介護予防）短期入所生活介護など）
（3）（介護予防）福祉用具貸与＋（介護予防）特定福祉用具販売

注1）指定権者が鹿児島県（県の振興局・支庁）となっている同一住所（同一事業所）で，一体的にサービス提供
されている場合に限ります。

注2）次回の更新日を合わせるための手続きであり，更新手数料については各々の事業所について必要です。
注3）この取扱いは事務負担の軽減を図るためであり，必須ではありません。（希望する事業者のみ）

【参考】同時に指定更新申請を行う一例
訪問看護： 有効期間満了日（R6年6月30日）／更新（R6年7月1日）／次回更新（R12年7月1日）
介護予防訪問看護：有効期間満了日（R7年1月20日）／更新（R6年7月1日）／次回更新（R12年7月1日）

同時に更新

https://www.pref.kagoshima.jp/ae05/kenko-fukushi/koreisya/shitei/kaigozigyousyokousin.html
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• 「変更届出書」は，変更のあった日から１０日以内に提出してください。

※  国及び地方自治体等から補助金を受けている場合は，財産処分の手続きが必要なとき

がありますので，ご確認の上，事前にご相談ください。

• 併せて，介護給付費算定に係る「体制届」を提出する場合は，同時に提出してください。

※ 同時に登録しないと介護報酬の請求時にエラーとなり，請求が長期間通らないことも

あります。 （やむを得ず提出が遅れる場合は，事前にご相談ください。）

変更届出書，体制届等の提出

変更届出 （介護老人福祉施設の例）
一 施設の名称及び開設の場所
二 開設者の名称及び主たる事務所の所在地

並びに代表者の氏名，生年月日，住所及び職名
三 開設者の登記事項証明書又は条例等
四 併設する施設の概要
五 建物の構造概要及び平面図並びに設備の概要
六 施設の管理者の氏名，生年月日及び住所
七 運営規程
八 協力病院の名称及び診療科名並びに協力病院

との契約の内容
九 介護支援専門員の氏名及びその登録番号
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メールアドレスの登録・変更

介護保険サービス事業所・施設に対する国・県等からの通知

や案内等の各種書類の送付については，情報の速やかな提供
や事務の効率化を図るため，原則として電子メールで送受信を
行うこととしています。

つきましては，介護保険サービス事業所・施設のメールアドレ
スについて未登録の事業所・施設につきましては，アドレスの
報告をお願いします。

また，メールアドレスを変更された場合にも，速やかに報告を
お願いします。
ホーム > 健康・福祉 > 高齢者・介護保険 > 指定事業者全般 > 介護保険サービス事業所・施設のメールアドレスの登録について

質問時には根拠等をお知らせください

※質問票を提出される場合、根拠
となる基準省令の条文、赤本・青
本・緑本の該当ページなどをお知ら
せ（記入）くださるようお願いします。

※振興局や支庁へ電話等で質問さ
れる場合も同じです。

【お願い】

担当者の個人
メールでなく、
事業所のメー
ルなど、担当
者が交代して
も変わらない
メールアドレス
で登録をお願
いします。



災害時情報共有システムによる報告

台風や大雨、地震などで厚労
省から「災害情報の登録」依頼
があった場合，全ての介護施
設・事業所は，介護サービス
情報公表システムを活用し，
被害の有無や，復旧状況を報
告していただくことになってい
ます。

共通資料８（Ｐ４～）に掲載して
いますので，御確認ください。

※なお、令和８年度から、平時
における物資の備蓄状況等の
報告機能が追加になっていま
すので、ご注意ください。
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